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感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
北海道感染症予防計画

　定点となる下水処理場（処理人口10万人程度）を１カ所選定し、月１回流入下水を採取する。下水に含まれるウイルスを陰電荷
膜に濾過吸着させた後、陰電荷膜を細かく裁断してウイルスを誘出する。ウイルス誘出液を複数種の培養細胞に接種してウイルス
を分離する。分離されたウイルスは標準抗血清を用いた中和法または遺伝子解析によって種類を同定する。流入下水より分離され
たウイルスの種類及び検出頻度と、同地域の感染症発生動向調査における患者情報、及び同時期に全国各地において流入下水から
分離されたウイルスに関するデータとを比較し、これらの相関性について解析する。

　流入下水から検出される腸管系感染症ウイルスの動向を解析し、腸管系ウイルス感染症流行の早期探知および蔓延阻止に活用す
る方法を検討する

　平成24年、ポリオの定期予防接種に不活化ワクチンが導入されたことに伴い、感染症流行予測調査事業におけるポリオの感染源
調査の対象が糞便から環境水（流入下水）に変更された。流入下水中に含まれるウイルスを分離し解析することで、ポリオウイル
スを監視すると同時に、下水に含まれる他の腸管系感染症の原因ウイルス（エンテロウイルス、アデノウイルス、ノロウイルス、
ロタウイルスなど）を検出することが可能である。

　平成26年度のポリオ環境水調査において8月から1月まで毎月1回採取した流入下水中に含まれるノロウイルスの遺伝子コピー数を
測定して、同時期に北海道感染症情報センターに報告された感染性胃腸炎散発事例の患者数と比較したところ、患者報告数が増加
するに従って下水中のノロウイルス遺伝子コピー数も増加する傾向が認められた。
　また、富山県や中国における先行研究においても、流入下水から分離されるウイルスの動向と住民の腸管系ウイルス感染症の流
行状況には相関性があることが示されている。
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　得られた成果は、保健福祉部地域保健課と連携して、感染症発生動向調査の情報と照合しながら、腸管系ウイルス感染症事例に
おける早期探知や蔓延防止施策に活用する。また、国立感染症研究所や他の地方衛生研究所と積極的に情報交換することにより、
流入下水から分離されるウイルスの全国的な動向と道内の動向との関連性を解析し、腸管系ウイルス感染症の流行状況の把握やよ
り効果的な蔓延防止施策の策定につなげる。

○研究背景

○研究目的

主な目標（項目）

2. データの解析

(A)優れている。　　　　　　　(B)良好、適切である。　　(C)やや劣っている。見直しが必要。　

　研究計画の適切性

○研究内容（研究目的及び研究内容の適切性）

平成28年～30年

本研究は、道内で例年多くの患者が発生している腸管系感染症ウイルスの早期探知や感染流行状況を把握するものであ
り、得られた知見に基づき、効果的な感染症防止対策の実施に繋がることが期待されることから、道として取り組む必
要がある。

本課題は、腸管系感染症ウイルスの早期探知や感染流行状況を把握するために流入下水中のウイルスの検出を行うもの
である。先行研究によりその有用性が明らかにされつつあり、北海道において流入下水中のウイルスの検査体制の確
立・改良のための調査研究は、重要且つ必須である。道民の健康維持のため、優先的に取り組む必要がある。

○年次別目標（研究計画の適切性）

(a)極めて高い、適切である。  (b)高い、適切である。 　 (c)低い、改善の余地がある。

【総合評価】 【意　見】

○成果の活用策（成果の活用の可能性）

2. データの解析

　　流入下水中に含まれるウイルスを調査することにより、感染者の顕性・不顕性に関わらず、比較的大きな人口内で流行してい
る腸管系感染症ウイルスを効率よく検出することが可能になる。また、先行研究において、下水から検出されたウイルスと流行し
ている疾患の相関が確認されており、その情報は感染症発生動向調査及び胃腸炎ウイルスの集団感染事例の裏付けとして有効に活
用されている。このように、流入下水のウイルスの動向に関する情報は腸管系ウイルス感染症の流行の早期探知及び蔓延阻止に活
用できると期待される。

【個別評価】 　研究課題の適切性

研
　
　
究
　
　
の
　
　
概
　
　
要

成
果
の
活
用
策

　流入下水のウイルス調査を実施すると、感染者の顕性・不顕性に関わらず、比較的大きな人口内で流行している腸管系感染症ウ
イルスを効率よく検出することが可能になる。流入下水より分離されるウイルスの動向と感染症発生動向調査における患者情報の
間に相関が認められれば、流入下水中のウイルスの動向データを腸管系ウイルス感染症流行の早期探知および蔓延防止に活用する
ことが期待できる。

ａ・ｂ・ｃ 　道が取り組む必要性 　成果の活用の可能性
【自己評価】 【説　明】

・道が取り組む必要性（道が取り組む必要性）

　感染症流行予測調査事業によるポリオ環境水調査は全国的な事業として行われるが、ポリオウイルス以外のウイルス分離と動向
の解析は各地方衛生研究所で対応する必要がある。先行研究によると流入下水は腸管系ウイルス感染症の流行状況を早期探知する
上で非常に有用な試料となるので、道内の感染症対策に活用することができると考えられる。

・研究ニーズ（重要性・緊急性）

○研究目的
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